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男65.0、女67.1

(22年度)

意見記入欄

・高齢者の生きがいづくりや活躍の場の提供のため、老人クラブの活動の活性化を検討してみてはどうか。

・閉じこもり対策や外出支援のため、高齢者へタクシー券を配付してはどうか。

・小学生等の避難経路について、車による危険等があるので安全な避難路の確保を行ってはどうか。

備考欄

・高齢者の経験・知識・技能を地域や異世代に還元できるような老人クラブ活動を検討している。

・現有の制度は、障害者においてはタクシー券を配布や一般の交通機関及びタクシーなどの利用が困難な65歳以上の高齢者または下肢の不自由な身障者

が、医療機関の受診・入退院等をする場合に、移送用車両にて送迎を行うなど、利用者が限定的であるため、平成29年度以降に策定する予定の地域公共交

通網形成計画の中でデマンドタクシー等の新たな交通モードの導入等を含めて検討する。

・学校から避難場所までの小学生等の避難経路は各学校により決められていると思うが、海岸から陸側へと続く道路の一部には幅員が狭く安全な歩行が困難

な箇所があるため、道路を拡幅するなどの対応を予定している。さらに、津波対策として、避難道路の建設により車両の分散化を図ったり、築山を建設する計

画を進めている。

男65.0、女67.1

(22年度)

4

2,400人 1，967人老人クラブ会員数

2,033人

(26年度)

13

総合相談件数 3,400件 3,184件

％

61.15%

停滞 11.1 ％ 実施困難

77.9％

％33.3 概ね順調 55.6

重点施策 104 安心形成プロジェクト

重点施策マネジメントシート 平成 27 年度事後・決算

基本目標 4

将来にわたって元気な地域をつくり、安

全・安心で暮らしやすいまちづくり

関係課

総務課 社会福祉課 高齢者福祉課

建設課

（決算）

31年度

31年度

（決算）

延伸

目標値

（31年度）

（決算）

27年度 28年度 29年度 30年度

（決算） （決算） （決算）

27年度 28年度

（決算） （決算） （決算） （決算）

29年度 30年度

0.0① 施策の進捗状況

自主防災組織の活動カバー率

60.9％

(26年度)

順調

　高齢者に関する総合相談件数は増加しているが、地域包括支援センターを中心として、全ての相談に対しタイムリーか

つ適切な対応ができている。今後さらに、高齢化の進展が見込まれる中、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に

提供される「地域包括ケアシステム」の構築を目指し、地域支援事業の充実を図る必要がある。

　近年は、仕事や生き方、趣味や娯楽に対する価値観や考え方が多様化し、人間関係の希薄化、地域コミュニティの弱体

化が進んだため、老人クラブへの活動自体への魅力が低減している。

　防災訓練等のアンケートでも自主防災組織の必要性については認識されているが、区内の合意形成と周知不足が課題

となり立ち上げには至っていない状況となっている。
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数値目標

健康寿命

基準値

③数値目標・ ＫＰＩ達成に向けた

問題、「現況と課題」対応に向け

た問題、「方向性」実現に向けた

問題

④ 数値目標、KPI達成に向けた

重点課題

⑤29年度施策の方針

数値

目標

ＫＰＩ

② （１）数値目標・ＫＰＩの

実績値と（２）－①の状況

の理由等

【未定】健康寿命については、国勢調査に基づき算出されるため、27年国勢調査の確定結果がでていないため、現時点

で把握できず。

ＫＰＩ １２【概ね達成】総合相談件数は、高齢者人口の増加とともに、総合相談の対応件数も増加している。

ＫＰＩ １３【停滞】老人クラブ会員数は、単位老人クラブ会長・会員の高齢化により、引継ぎが出来ず解散するクラブが複数

存在するため減少傾向にある。

ＫＰＩ １４【概ね達成】自主防災組織のカバー率は、新規の自主防災組織の立ち上げが必要となるため、ほぼ横ばいとなっ

ている。

　高齢者が住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、高齢者の総合相談窓口の充実、認知症施策の推進、在

宅医療・介護の連携の推進、生活支援サービス等の充実・強化、地域の関係者・支援者とのネットワーク構築への取り組

みを推進していく必要がある。

　単位老人クラブ会長の担い手育成、新規クラブの設立、解散クラブの再結成、連合会への加入促進を行う必要がある。

自主防災組織の結成と活動支援を目的として制度化した旭市自主防災組織補助金をＰＲすることなどで、自主防災組織

の立ち上げに向けた機運を高めていく必要がある。

　高齢化に伴い、老人クラブの活動促進や高齢者の通いの場を設置を促し、生きがいづくりや高齢者の活躍の場の提供

を図ることで介護予防を促進し、要支援・要介護状態への進行を抑止する。また、支援等が必要となった場合にも、個別地

域ケア会議、生活支援コーディネーターの確保、小地域ケア会議実施の推進を行うなど、地域ぐるみの支え合いができる

仕組みの構築や、相談窓口の周知を図る。そして、在宅医療と介護の連携を促進するなど、地域包括ケアシステムの構築

を図り住み慣れた地域で安心して生活を続ける仕組みづくりを行う。

　また、安心して暮らせる地域づくりを目指し、自主防災組織の育成を促進するために、補助制度の周知や防災訓練等の

機会により防災意識の向上を図る。また津波避難道路や津波避難施設（築山）の早期整備を目指し、用地取得等を進め

る。
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重要業績評価指標（KPI) 基準値
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（３）当該重点施策に関連する事業について（合計事業費）（３）当該重点施策に関連する事業について（合計事業費）（３）当該重点施策に関連する事業について（合計事業費）（３）当該重点施策に関連する事業について（合計事業費）

（４）重点施策関連事業（４）重点施策関連事業（４）重点施策関連事業（４）重点施策関連事業
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0
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備考欄

31年度28年度 29年度

一般財源

合計

20,585

27年度

重

点

施

策

に

関

連

す

る

事

業

Ｎｏ．

○

13100

シルバー人材センター

助成事業

事業費

○4

成果

指標   就業者数(実際に就業機会を獲得した人数) 人 250

5

759,771

254,736

（予算） （決算） （決算）

15

16

一般財源

成果

指標

事業費

千円

13

14

一般財源

成果

指標

一般財源

事業費

12

一般財源

成果

指標

一般財源

事業費

○

34220

津波避難施設整備事

業

事業費

事業費

千円

成果

指標

○

13500

地域包括支援セン

ター運営事業

事業費

千円

事業費

千円

9

10

一般財源

成果

指標

避難場所の収容率（避難場所の収容人数／整備対象地区の市民数）

％

一般財源

11

事業費

千円

成果

指標

○

74600

認知症施策の推進事

業

事業費

千円

0

千円

7

8

一般財源 0

成果

指標

地域包括支援センターによる総合相談件数 件 2,014

認知症支援に係る医療・介護連携数（市が介入した認知症オレンジ連携シートによる連携件数）

件 10

6

一般財源 0

成果

指標

一般財源 0

○

74300 総合相談・支援事業

事業費

千円

○

一般財源

一般財源 3,246

一般財源 1,050

成果

指標

在宅介護支援センターによる総合相談件数（電話・来所・訪問による相談受付件数）

件 805

34000 防災体制支援事業

事業費

千円

3,246

1

3

6,900 6,870

一般財源 6,900 6,870

  契約金額(受託事業による収益) 千円 110,247 116,807

2

一般財源 8,005 70,389

ｍ

61

成果

指標

1,014

自主防災組織の活動カバー率 ％ 61

0

2,451

（決算） （決算）

29年度 30年度 31年度

49,406

単位

26年度

（決算）

27年度 28年度

事業費

合計

千円

（決算） （決算） （決算）

合計

196,992 196,992

82,140 82,140

（決算） （決算）

○

30110

震災復興・津波避難

道路整備事業

成果

指標

供用済延長（横根・三川線） 240

主な

事業

事務事業 単位

26年度

253

○

74500

生活支援体制整備事

業

事業費

千円

0 0

成果

指標

生活支援等サービスの数 個 － 0

40

11,901

34

千円

0

成果

指標

会員数 人 2,033

津波避難訓練の参加人数 人 536

供用済延長（椎名内・西足洗線） ｍ 0

13000

老人クラブ活動促進

事業

事業費

千円

4,119 3,993

1,384 1,340

1,967

0

7,579

25

5,000

1,050

868

5,000

0

0

2,316

高齢者に占める認知症サポーターの割合（認知症サポーター総数/65歳以上人口）

0 0

‐ 42

5,076

9,263

地域包括支援ネットワーク構築のための連携会議の開催回数

回

千円

一般財源

成果

指標

事業費

千円

成果

指標

事業費

千円

22,562 154,849

千円

9 10

18

40

30年度

（決算）

％


